
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

7,787 千円

7,066 ≫千円

国庫支出金 2,998 千円
県支出金 1,499 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 3,290 千円

担当課 福祉保健部地域包括支援センター 参事 角野　章子

担当者 森　ふみ 問合せ先 0957—53-8141（内線89—202）

施策 0601 地域包括ケアシステムの充実
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 高齢者地域ネットワーク事業 その他の見直し 予算額

事業期間 平成27年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

介護保険法
大村市地域包括ケアシステム推進会議設置要綱
大村市生活支援コーディネーター設置要綱

国は、団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、医療費及び介護給付費の抑制と、高齢者の尊厳の保持と
自立生活を支援する目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けるこ
とができるよう、医療・介護・生活支援などの地域の包括的な支援やサービス提供のネットワークとして地域
包括ケアシステム構築を目指している。
　地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域住民や関係団体への理解促進を図りながら、住民の自助・互助
の取組による地域の支え合いの仕組みづくりが求められている。

≪事業の目的≫
住み慣れた地域において、市民が健康で安心して生活できる社会環境を整備するため、地域住民や組織、医
療、介護サービス等の関係機関が連携を図りながら地域ネットワークを形成し、高齢者の生活を支える新しい
地域づくりを進める。

≪事業概要≫
①市内6圏域（中学校区）で地域ケア圏域会議を開催し、地域の課題解決に向けた検討を行う。
(地域ケア圏域会議の委員：医療・介護・地域等の各団体から推薦を受けた者とする。)
②生活支援コーディネーター（SC）を配置し、地域の社会資源の把握、住民主体による生活支援等の取組を創
出する。
（生活支援コーディネーター（SC）：第1層SCは地域包括支援センターに専任で1名（派遣職員）配置し、第2
層SCは各圏域に市内事業所の主任ケアマネジャーに依頼し配置する。）

  第１層ＳＣの活動
・第２層ＳＣの活動の把握、支

援、意見集約

・市民、関係団体への理解促進

・市全体の社会資源の開発

・地域包括ケア推進会議等への

情報提供

・施策に反映

  第２層ＳＣの活動
≪各圏域で活動≫
・圏域会議の運営

・地域のつなぎ役

・社会資源の把握

・困りごとの把握

・既存活動の強化や新たな取

組　開発への支援

情報提供

連携

地域包括ケア推進体制

第1層SC

NPO
法人 住民

自治会、老

人会、ボラン

ティア等

圏域ごとに地域住民と語り合い、「地域に

何が必要かを考えたり、新しい支え合い

活動を立ち上げたり・・・自分たちにできる

ことを考えてやってみよう」を、ＳＣがお

手伝い。

第2層SC
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ４
(実績)

Ｒ５
(計画)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

地域包括ケアシステム圏域会議開催回数 計画値 回 6 7 7 7 7

計画値

指標名 単位
Ｒ４
(実績)

Ｒ５
(計画)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

地域包括ケアシステム会議開催回数
（推進会議、拡大会議、実務者会議）

計画値 回 4 4 4 4 4

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 合計
事業費 801 971 7,066 7,787 7,787 7,787 32,199

国庫支出金 395 525 2,720 2,998 2,998 2,998 12,634
県支出金 154 187 1,360 1,499 1,499 1,499 6,198
地方債 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0
一般財源 252 259 2,986 3,290 3,290 3,290 13,367
人件費 3,945 4,628 4,500 4,500 4,500 4,500 26,576
職員(人) 0.49人 0.59人 0.59人 0.59人 0.59人 0.59人 3.44人

時間外勤務(h) 191h 169h 105h 105h 105h 105h 780h
会計年度任用職員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人
フルコスト 4,746 5,599 11,566 12,287 12,287 12,287 58,775

妥当性
(市の関与)

地域包括ケアシステムは、介護保険制度に則り市が方向性を示し推進していくものであり、
市の関与は不可欠である。

有効性
(施策貢献度)

市民が住み慣れた地域で安心して生活できる社会環境を整備するため、各圏域の地域特性に
応じた課題抽出や住民主体による社会資源の創出を行うことは、地域づくりの一環として有
効であり、地域包括ケアシステム推進に貢献するものである。

効率性
(コスト)

生活支援コーディネーターが活動し、自助・互助の取組が推進され地域の支え合い活動が活
発になることで、将来的に医療費及び介護給付費の抑制につながる。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 1次評価のとおり


